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論 文 内 容 の 要 旨

本論文は、 は しが きと本文八章 か らなるc

は しが きに澄いては、本論文 を研 究す る意義お よびその研究方法、 ならびに研 究の対象 と体系

とを紹介す る。すなわち、 この問題 を研究す ることの価値 と、中華民国の この問題 に関す る文献

が乏 しい こととに鑑 みて、 この問題 を深 く研 究 して、中華民国に参いて発表 し、 この分野の研究

の先駆的役 割をは牟そ うとすることが、本論文 をまとめたことの意 義であるとする。そ して、研

究方法 としては、比較法 的研究、歴 史的研究、判 例断 究等 を利用 することを明 らかにする。

本文の第一章に診いては、民事紛争 と民事裁判、事実認定、不要証事実等 につ いて論述 す る。

す なわ ち、民事裁判 に診いては、法的三段論法 の小前提たる事実は、歴 史的事実であり、.また 人間

の認識能力に阪界が あるため、裁判官が 自由心証に より、さ らに経験則 をかりるにじ(亀 、 必 らず

しも事実 を正確に認定 しうる ものでは ないこ と、 しかし、他方では、当事者 の自白に よρて、事実

'

の真偽 を判 明する必要が な くなること,もあり、また、顕著 な事実であるため、 証明の必要 がない場合

もある こと、について述べる。

第二章においては、挙証責任 の概念 と意義 とについて論述 す る。民事裁判 においては、 自白さ

れた事実 または顕著 な事実以外には、裁判官が最終的に事実の真偽 を判断す ることができない場

合がある。 この場 合、裁判 所としては、裁判 を拒否す るこ と も.あ るいは恣意的 に裁判 すること も、

ともに許 されない ところであるQこ のときには、 そ の不明を当事者 の一方の不利益に帰 して判決を
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くだすのであるが、この不利益がすなわち挙麺責任である。つまり、挙証責任は、事実が最終

的に真偽不明な場合に詮いても、裁判をb]能にするものである。そ して、 このような挙証責任

概念が、いわゆる客観的挙証責任である。古くは、ただ行為責任 としての主観的挙証責任概念だ

けであったが、やがて客観的挙証責任概念が提唱されてのちは、これに賛成する学者がかなり

多くなっている。 しかし、最近は主観的挙証責任概念がふたたび強調され、両者の共存と相互 ・.

関係が指摘されるにいたっている。.したがハて、本章は、挙証責任の概念の確立 と、挙証責任が

訴訟上ないし訴訟外に於いてどのような意義をもつかについて解明する。

簗三章では、挙証責任分配の原則について論述する。事実が真偽不明なとき、一方の当事者

の不利益において裁判をすることは前述のと澄りであるが、しからば、いかなる理由で、またいか

なる原則に従って、当事者の一方の不利益に処理するのか。前者すなわち挙証責任分配の根拠

については、均分的正義、訴訟の運営、事案の閲明等にこれを求めたい。また、後者すなわち

挙証責任分配の原則については、私法の構造を観 察して、特別要件説に賛成するものであり、、

挙証責任は私法 々規の要件事実 として規定されているものと考える。

第四章に澄いては、法律上の推定について論述する。挙証責任は、客観的に法規の要件事実

として定まっているのであり、証明の難易や訴訟の過程において、挙証責任を転換することは有

りえないが、しかし、挙証責任の分配に対 し、影響を及ぼすものが睾つある。これがすなわち

法律.上の推定である。っまり、法律.上の推定は、挙証責任を相手方に移す機能を果すのである。

轍 は、怯 律上の事実推定 と権利推定とを分けて、その概念、効果、診よび効果の除表等につ

いて検討する。

以上のような総論的な論述に続 き、第五章に巌 は、'法律行為とくに契約の成立、効力、診

よびその内容に関して争いのある場合の挙証責任の分配にっいて論述 し、特別要件説が妥当で

あることを明らかにするdさ らに 制限付自白について、憐弁説の妥当性 と否認説の不当なるこ

とを指摘し、あわ霞 、抗弁 と否認の概念 を明らかにする。

第六章に澄いては、実務上重要であるいくつかの挙証責任の問題、たと身.ば、債務不履行、

対扮要件等の挙証責任の問題にっいて論述 し、自説(特 別要件説)を 点検 し、その妥当性を明

らかにする。これはまた、第二章から第五章までの論述の実践的適用をも意味するものである。

第七章においては、これまでに得 られた知識を駆使 して、比較法的研究の見地から、提出老の

軍国たる中華民国の民事訴訟に澄ける挙証責任の問題を考察する。そして、そこては、挙証責任

の概念については主観的挙証責任:概念を採 り、また挙証責任分配の原則については持別要件説

を採るのが通説であることを明らかにする。

第八章においては、前七章における論述を回顧し、その重点を要約しヤ論文全体の結論を述べ
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨

民事訴訟に澄ける挙証責任の問題は、民事訴訟法上の理論 上だけでなく実際上も極めて重婆な
`問
題であるが、本論文はこの問題に関して詳細にわたって全般的総合的に研究を試みた ものであ

る・多くの問題点について広 く学説判例を検討 している点に綿密な態度が見られるが、その本領

を肇揮しているのは ドイツ法、 日本法だけでなく、中華民国に及ぶ比較法的研究である。学位を

授与するに値する業績である。
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